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●脱炭素社会の実現に資するための建築物のエネルギー消費性能の向上

    に関する法律等の一部を改正する法律（改正法）
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１. 改正の背景

2025年までに、改正の対象となる法律の段階的な施行と関係省令等の

改正が予定されており、今回は２年目施行として大津市手数料条例の

 関連する箇所について、所要の改正を行う。

 建築物のエネルギー消費性能の一層の向上等を図ることにより、脱炭素  

 社会の実現に資すること（2050年カーボンニュートラルの実現）

 ・建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律（建築物省エネ法）

 ・建築基準法 等

改正法の概要

法の目的

改正対象法令

令和４年６月17日公布
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●令和６年４月までの改正法の施行及び関係省令等の改正について      
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２. 改正の概要

省エネ法関係 令和６年４月１日施行

法令等の名称

法令の題名を変更

 法令の題名変更に伴い、必要な
 規定の整理を行う

法令等の改正概要

条例の改正概要

令和６年４月１日から施行

条例の施行日

建築物のエネルギー消費性能の向上

 に関する法律

令和６年４月１日施行建築基準法関係

法令等の名称

大規模の修繕や模様替えに対する
 基準を緩和する認定制度の創設

新たな認定制度の創設に係る
 手数料を設定および条文の整理

法令等の改正概要

条例の改正概要

令和６年４月１日から施行

条例の施行日

建築基準法
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【建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律の題名変更】      
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３. 省エネ法関係の改正概要

法令改正内容

法律名
変更前 建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律

変更後 建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律

省令名
変更前 建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律施行規則

変更後 建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律施行規則

法律の目的に再生可能エネルギー利用設備（太陽光発電設備等）設置の促進を図る

ことが追加されるため、 法律の題名が変更される（「性能の向上」 の後ろに「等」

を追加）

・別表（第２条関係）第１８項、第５９項、第６０項の法令の題名を改正する

・その他、項ずれによる整理を行う

 ※手数料は変更なし

        

条例改正内容

【法律および省令の題名変更一覧】
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既存不適格建築物について、安全性等の確保を前提に接道義務・道路内建築制限を
一部緩和

４. 建築基準法関係の改正概要

目 的

法令改正内容

条 項 規定の概要 内容

第137条の12第6項 接道義務の一部緩和
用途の変更（当該変更後に当該建築物の利用者の増加が見込ま
れないものを除く。）を伴わない大規模の修繕又は大規模の模
様替は接道義務の適用を受けない。

第137条の12第7項
道路内建築制限の
一部緩和

当該建築物の形態の変更（他の建築物の利便その他周囲の環境
の維持又は向上のため必要なものを除く。）を伴わない大規模
の修繕又は大規模の模様替は道路内建築制限の適用を受けない。

新設

「市街地環境への影響が増大しない」と大津市長が認める大規模の修繕・大規模
の模様替を行う場合は、道路に関する一部の規定を適用しない。

【建築基準法第86条の７ 一定範囲内の増築等において一部適用しない規定・範囲の追加】

条例改正内容

・別表（第２条関係）第１８項５９号に新たな手数料を新設

建築基準法施行令第137条の12第6項または第７項の認定審査手数料 27,000円

道路に関する規定の制限を受けずに、省エネ改修工事が可能となる。効果



大津市手数料条例(平成12年条例第12号) 新旧対照表

現行 改正後（案）

別表(第２条関係) 別表(第２条関係)

１～１８ 省略 １～１７ 省略

１９ 建築物の確認等

（１）～（３） 省略

１８ 建築物の確認等

（１）～（３）省略

（４） 第7号に規定する建築物以外の建築物に関する建築基準法第７

条第１項の規定に基づく完了検査申請又は同法第１８条第１６項の

規定に基づく完了の通知に対する審査

（４） 第7号に規定する建築物以外の建築物に関する建築基準法第７

条第１項の規定に基づく完了検査申請又は同法第１８条第１６項の

規定に基づく完了の通知に対する審査

ア 建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律（平成２７年法

律第５３号）第１２条第８項（同法第２５条第１項若しくは第３

５条第８項（同法第３６条第２項において準用する場合を含

む。）又は都市の低炭素化の促進に関する法律（平成２４年法律

第８４号）第１０条第９項若しくは第５４条第８項の規定により

適用される場合を含む。）の規定に基づく建築基準法第６条第１

項若しくは第６条の２第１項又は建築物のエネルギー消費性能の

向上に関する法律第１３条第９項の規定に基づく建築基準法第１

８条第３項の確認済証の交付を受けた建築物（以下この項におい

て「特定建築行為等に係る建築物」という。）以外の建築物であ

る場合

ア 建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律（平成２７

年法律第５３号）第１２条第８項（同法第２５条第１項若しくは

第３５条第８項（同法第３６条第２項において準用する場合を含

む。）又は都市の低炭素化の促進に関する法律（平成２４年法律

第８４号）第１０条第９項若しくは第５４条第８項の規定により

適用される場合を含む。）の規定に基づく建築基準法第６条第１

項若しくは第６条の２第１項又は建築物のエネルギー消費性能の

向上等に関する法律第１３条第９項の規定に基づく建築基準法第

１８条第３項の確認済証の交付を受けた建築物（以下この項にお

いて「特定建築行為等に係る建築物」という。）以外の建築物で

ある場合

表 省略 表 省略

備考 省略 備考 省略
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大津市手数料条例(平成12年条例第12号) 新旧対照表
現行 改正後（案）

イ 特定建築行為等に係る建築物である場合 アに掲げる床面積の合計

の区分に応じて定める金額に、次の表の左欄に掲げる建築物の非住

宅部分の床面積の合計の区分に応じ、同表の右欄に定める金額（建

築物エネルギー消費性能適合性判定（建築物のエネルギー消費性能

の向上に関する法律第１２条第１項に規定する建築物エネルギー消

費性能適合性判定をいう。以下この項及び第６１項において同

じ。）が必要な建築物が２以上ある場合は、建築物ごとの床面積の

合計の区分に応じて定める金額を合算した額とする。）を合算した

金額

イ 特定建築行為等に係る建築物である場合 アに掲げる床面積の合計

の区分に応じて定める金額に、次の表の左欄に掲げる建築物の非住

宅部分の床面積の合計の区分に応じ、同表の右欄に定める金額（建

築物エネルギー消費性能適合性判定（建築物のエネルギー消費性能

の向上等に関する法律第１２条第１項に規定する建築物エネルギー

消費性能適合性判定をいう。以下この項及び第６０項において同

じ。）が必要な建築物が２以上ある場合は、建築物ごとの床面積の

合計の区分に応じて定める金額を合算した額とする。）を合算した

金額

表 省略 表 省略

備考 床面積の合計は、建築物を建築する場合（移転する場合を除

く。）にあっては当該建築に係る部分の床面積について算定し、

建築物を移転し、又はその大規模の修繕若しくは大規模の模様替

をする場合にあっては当該移転、修繕又は模様替に係る部分の床

面積の２分の１について算定し、建築物を増築又は改築する場合

において当該建築物について建築物のエネルギー消費性能の向上

に関する法律第２条第１項第２号に規定するエネルギー消費性能

に係る計算その他の計算を要しない既存部分（建築物の増築又は

改築をする部分以外の部分をいう。第６１項第１号及び第７号に

おいて同じ。）があるときにあっては当該既存部分以外の部分の

床面積について算定する。

備考 床面積の合計は、建築物を建築する場合（移転する場合を除

く。）にあっては当該建築に係る部分の床面積について算定し、

建築物を移転し、又はその大規模の修繕若しくは大規模の模様替

をする場合にあっては当該移転、修繕又は模様替に係る部分の床

面積の２分の１について算定し、建築物を増築又は改築する場合

において当該建築物について建築物のエネルギー消費性能の向上

等に関する法律第２条第１項第２号に規定するエネルギー消費性

能に係る計算その他の計算を要しない既存部分（建築物の増築又

は改築をする部分以外の部分をいう。第６０項第１号及び第７号

において同じ。）があるときにあっては当該既存部分以外の部分

の床面積について算定する。
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大津市手数料条例(平成12年条例第12号) 新旧対照表

現行 改正後（案）

（５）～（５８） 省略 （５）～（５８） 省略

（新設） （５９） 建築基準法施行令（昭和２５年政令第３３８号）第１３７

条の１２第６項又は第７項の規定に基づく大規模の修繕又は大規模

の模様替に係る認定申請に対する審査 １件につき ２７，０００円

（５９） 建築基準法施行令（昭和２５年政令第３３８号）第１３７

条の１６第２号の規定に基づく移転の認定申請に対する審査１件に

つき ２７，０００円

（６０） 建築基準法施行令第１３７条の１６第２号の規定に基づく

移転の認定申請に対する審査１件につき ２７，０００円

（６０） 建築基準法第６条第１項の規定による確認に係る台帳の写

し（電磁的記録で保存されている台帳を紙に出力したものを含

む。）又は台帳に記載した事項に関する証明書の交付 １件につき

５００円。ただし、日本産業規格A列３番を超える大きさの用紙又

はカラーで交付する場合にあっては、この額に用紙代及び印刷代の

実費を勘案して市長が定める額を加算した額とする。

（６１） 建築基準法第６条第１項の規定による確認に係る台帳の写

し（電磁的記録で保存されている台帳を紙に出力したものを含

む。）又は台帳に記載した事項に関する証明書の交付 １件につき

５００円。ただし、日本産業規格A列３番を超える大きさの用紙又

はカラーで交付する場合にあっては、この額に用紙代及び印刷代の

実費を勘案して市長が定める額を加算した額とする。

（６１） 建築基準法第４２条第１項第５号の規定による道路の位置

の指定に関する書類の写し（電磁的記録で保存されている道路位置

指定に関する書類を紙に出力したものを含む。）の交付

（６２） 建築基準法第４２条第１項第５号の規定による道路の位置

の指定に関する書類の写し（電磁的記録で保存されている道路位置

指定に関する書類を紙に出力したものを含む。）の交付

ア 省略 ア 省略

イ 省略 イ 省略
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大津市手数料条例(平成12年条例第12号) 新旧対照表

現行 改正後（案）

（６２） 建築基準法施行規則（昭和２５年建設省令第４０号）第１

１条の３第１項第１号に規定する建築計画概要書及び同項第５号に

規定する処分等概要書、同項第２号に規定する築造計画概要書、同

項第３号に規定する定期調査報告概要書、同項第４号に規定する定

期検査報告概要書又は同項第６号に規定する全体計画概要書の写し

（電磁的記録で保存されているこれらの書類を紙に出力したものを

含む。）の交付 １件につき ５００円

（６３） 建築基準法施行規則（昭和２５年建設省令第４０号）第１

１条の３第１項第１号に規定する建築計画概要書及び同項第５号に

規定する処分等概要書、同項第２号に規定する築造計画概要書、同

項第３号に規定する定期調査報告概要書、同項第４号に規定する定

期検査報告概要書又は同項第６号に規定する全体計画概要書の写し

（電磁的記録で保存されているこれらの書類を紙に出力したものを

含む。）の交付 １件につき ５００円

（６３） 大津市特別用途地区内における建築物の制限に関する条例

（平成２０年条例第６号）第３条第１項ただし書の規定に基づく特

別用途地区内における建築許可申請に対する審査 １件につき １８

０，０００円

（６４） 大津市特別用途地区内における建築物の制限に関する条例

（平成２０年条例第６号）第３条第１項ただし書の規定に基づく特

別用途地区内における建築許可申請に対する審査 １件につき １８

０，０００円

２０～５９ 省略 １９～５８ 省略

６０ 都市の低炭素化の促進に関する法律に基づく事務 ５９ 都市の低炭素化の促進に関する法律に基づく事務

（１） 都市の低炭素化の促進に関する法律第５３条第１項の規定に

基づく低炭素建築物新築等計画の認定の申請（同法第５４条第２項

の規定による申出がない場合に限る。）に対する審査

（１） 都市の低炭素化の促進に関する法律第５３条第１項の規定に

基づく低炭素建築物新築等計画の認定の申請（同法第５４条第２項

の規定による申出がない場合に限る。）に対する審査

ア 認定を受けようとする建築物の全部が住宅の用途以外の用途に

供するものである場合

ア 認定を受けようとする建築物の全部が住宅の用途以外の用途に

供するものである場合
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大津市手数料条例(平成12年条例第12号) 新旧対照表

現行 改正後（案）

（ア） （イ）に掲げるもの以外のもの （ア） （イ）に掲げるもの以外のもの

（イ） 省略

イ 省略

（イ） 省略

イ 省略

ウ 省略 ウ 省略
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床面積の合計 金額(1棟につき)

３００平方メートル未満

のもの

２３１，０００円（建築物のエネルギー消費

性能の向上に関する法律第１５条第１項に規

定する登録建築物エネルギー消費性能判定機

関（次項において「登録建築物エネルギー消

費性能判定機関」という。）が、認定の申請

に係る建築物について、都市の低炭素化の促

進に関する法律第５４条第１項に規定する基

準に適合すると評価した書面（以下この表及

び（イ）の表において「評価書面」とい

う。）の添付がなされたものにあっては、１

４，０００円）

（表 省略） （表 省略）

床面積の合計 金額(1棟につき)

３００平方メートル未満

のもの

２３１，０００円（建築物のエネルギー消費

性能の向上等に関する法律第１５条第１項に

規定する登録建築物エネルギー消費性能判定

機関（次項において「登録建築物エネルギー

消費性能判定機関」という。）が、認定の申

請に係る建築物について、都市の低炭素化の

促進に関する法律第５４条第１項に規定する

基準に適合すると評価した書面（以下この表

及び（イ）の表において「評価書面」とい

う。）の添付がなされたものにあっては、１

４，０００円）

（表 省略） （表 省略）



大津市手数料条例(平成12年条例第12号) 新旧対照表
現行 改正後（案）

（２） 都市の低炭素化の促進に関する法律第５３条第１項の規定に

基づく低炭素建築物新築等計画の認定の申請（同法第５４条第２項

の規定による申出がある場合に限る。）に対する審査 前号の規定

により算定して得られる金額に、当該認定の申請について都市の低

炭素化の促進に関する法律第５４条第２項の規定による申出がな

かったとしたならば、当該認定の申請に係る建築物について、建築

基準法第６条第１項の規定により建築物に関する確認の申請をし、

又は同法第１８条第２項の規定により建築物の計画の通知をする際

に納付すべき手数料として第１９項第１号の規定により算定して得

られる額を合算した金額

（２） 都市の低炭素化の促進に関する法律第５３条第１項の規定に

基づく低炭素建築物新築等計画の認定の申請（同法第５４条第２項

の規定による申出がある場合に限る。）に対する審査 前号の規定

により算定して得られる金額に、当該認定の申請について都市の低

炭素化の促進に関する法律第５４条第２項の規定による申出がな

かったとしたならば、当該認定の申請に係る建築物について、建築

基準法第６条第１項の規定により建築物に関する確認の申請をし、

又は同法第１８条第２項の規定により建築物の計画の通知をする際

に納付すべき手数料として第１８項第１号の規定により算定して得

られる額を合算した金額

（３） 省略 （３） 省略

（４） 都市の低炭素化の促進に関する法律第５５条第１項の規定に

基づく低炭素建築物新築等計画の変更の認定の申請（同条第２項に

おいて準用する同法第５４条第２項の規定による申出がある場合に

限る。）に対する審査

（４） 都市の低炭素化の促進に関する法律第５５条第１項の規定に

基づく低炭素建築物新築等計画の変更の認定の申請（同条第２項に

おいて準用する同法第５４条第２項の規定による申出がある場合に

限る。）に対する審査

前号の規定により算定して得られる金額に、当該認定の申請につ

いて都市の低炭素化の促進に関する法律第５５条第２項において準

用する同法第５４条第２項の規定による申出がなかったとしたなら

ば、当該認定の申請に係る建築物について、建築基準法第６条第１

項の規定により建築物に関する確認の申請をし、又は同法第１８条

第２項の規定により建築物の計画の通知をする際に納付すべき手数

料として第１９項第１号の規定により算定して得られる額を合算し

た金額

前号の規定により算定して得られる金額に、当該認定の申請につ

いて都市の低炭素化の促進に関する法律第５５条第２項において準

用する同法第５４条第２項の規定による申出がなかったとしたなら

ば、当該認定の申請に係る建築物について、建築基準法第６条第１

項の規定により建築物に関する確認の申請をし、又は同法第１８条

第２項の規定により建築物の計画の通知をする際に納付すべき手数

料として第１８項第１号の規定により算定して得られる額を合算し

た金額
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大津市手数料条例(平成12年条例第12号) 新旧対照表

現行 改正後（案）

（５） 省略 （５） 省略

６１ 建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律に基づく事務 ６０ 建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律に基づく事務

（１） 建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律第１２条第１

項又は第１３条第２項の規定に基づく建築物エネルギー消費性能適

合性判定に係る審査

（１） 建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律第１２条第

１項又は第１３条第２項の規定に基づく建築物エネルギー消費性能

適合性判定に係る審査

ア 建築物エネルギー消費性能適合性判定を受けようとする建築物

の全部が基準省令第１０条第１号に規定する工場等（以下この項

において「工場等」という。）の用途以外の用途に供するもので

ある場合

ア 建築物エネルギー消費性能適合性判定を受けようとする建築物

の全部が基準省令第１０条第１号に規定する工場等（以下この項

において「工場等」という。）の用途以外の用途に供するもので

ある場合

（ア） （イ）に掲げるもの以外のもの （ア） （イ）に掲げるもの以外のもの

表 省略 表 省略

備考 床面積の合計は、当該建築物の非住宅部分の床面積（建築物

の増築又は改築をする場合において、当該建築物について建築物

のエネルギー消費性能の向上に関する法律第２条第１項第２号に

規定するエネルギー消費性能に係る計算その他の計算を要しない

既存部分があるときは、当該既存部分の床面積を除く。以下この

備考において同じ。）について算定する。ただし、建築物エネル

ギー消費性能適合性判定を受けた建築物の建築物エネルギー消費

性能確保計画の変更をして当該建築物の新築、増築又は改築をす

る場合にあっては、当該建築物エネルギー消費性能確保計画の変

更に係る部分の床面積の２分の１（床面積の増加する部分にあっ

ては、当該増加する部分の床面積）について算定するものとする。

備考 床面積の合計は、当該建築物の非住宅部分の床面積（建築物の

増築又は改築をする場合において、当該建築物について建築物の

エネルギー消費性能の向上等に関する法律第２条第１項第２号に

規定するエネルギー消費性能に係る計算その他の計算を要しない

既存部分があるときは、当該既存部分の床面積を除く。以下この

備考において同じ。）について算定する。ただし、建築物エネル

ギー消費性能適合性判定を受けた建築物の建築物エネルギー消費

性能確保計画の変更をして当該建築物の新築、増築又は改築をす

る場合にあっては、当該建築物エネルギー消費性能確保計画の変

更に係る部分の床面積の２分の１（床面積の増加する部分にあっ

ては、当該増加する部分の床面積）について算定するものとする。
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大津市手数料条例(平成12年条例第12号) 新旧対照表

現行 改正後（案）

（イ） モデル建物法の評価によるもの （イ） モデル建物法の評価によるもの

表 省略 表 省略

備考 床面積の合計は、当該建築物の非住宅部分の床面積（建築物の増

築又は改築をする場合において、当該建築物について建築物のエネル

ギー消費性能の向上に関する法律第２条第１項第２号に規定するエネ

ルギー消費性能に係る計算その他の計算を要しない既存部分があると

きは、当該既存部分の床面積を除く。以下この備考において同じ。）

について算定する。ただし、建築物エネルギー消費性能適合性判定を

受けた建築物の建築物エネルギー消費性能確保計画の変更をして当該

建築物の新築、増築又は改築をする場合にあっては、当該建築物エネ

ルギー消費性能確保計画の変更に係る部分の床面積の２分の１（床面

積の増加する部分にあっては、当該増加する部分の床面積）について

算定するものとする。

備考 床面積の合計は、当該建築物の非住宅部分の床面積（建築物の増

築又は改築をする場合において、当該建築物について建築物のエネル

ギー消費性能の向上等に関する法律第２条第１項第２号に規定するエ

ネルギー消費性能に係る計算その他の計算を要しない既存部分がある

ときは、当該既存部分の床面積を除く。以下この備考において同

じ。）について算定する。ただし、建築物エネルギー消費性能適合性

判定を受けた建築物の建築物エネルギー消費性能確保計画の変更をし

て当該建築物の新築、増築又は改築をする場合にあっては、当該建築

物エネルギー消費性能確保計画の変更に係る部分の床面積の２分の１

（床面積の増加する部分にあっては、当該増加する部分の床面積）に

ついて算定するものとする。

イ 建築物エネルギー消費性能適合性判定を受けようとする建築物

の全部が工場等の用途に供するものである場合

イ 建築物エネルギー消費性能適合性判定を受けようとする建築物

の全部が工場等の用途に供するものである場合

（ア） （イ）に掲げるもの以外のもの （ア） （イ）に掲げるもの以外のもの

表 省略 表 省略
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大津市手数料条例(平成12年条例第12号) 新旧対照表
現行 改正後（案）

備考 床面積の合計は、当該建築物の床面積（建築物の増築又は改築

をする場合において、当該建築物について建築物のエネルギー消費

性能の向上に関する法律第２条第１項第２号に規定するエネルギー

消費性能に係る計算その他の計算を要しない既存部分があるときは、

当該既存部分の床面積を除く。以下この備考において同じ。）につ

いて算定する。ただし、建築物エネルギー消費性能適合性判定を受

けた建築物の建築物エネルギー消費性能確保計画の変更をして当該

建築物の新築、増築又は改築をする場合にあっては、当該建築物エ

ネルギー消費性能確保計画の変更に係る部分の床面積の２分の１

（床面積の増加する部分にあっては、当該増加する部分の床面積）

について算定するものとする。

備考 床面積の合計は、当該建築物の床面積（建築物の増築又は改築

をする場合において、当該建築物について建築物のエネルギー消費

性能の向上等に関する法律第２条第１項第２号に規定するエネル

ギー消費性能に係る計算その他の計算を要しない既存部分があると

きは、当該既存部分の床面積を除く。以下この備考において同

じ。）について算定する。ただし、建築物エネルギー消費性能適合

性判定を受けた建築物の建築物エネルギー消費性能確保計画の変更

をして当該建築物の新築、増築又は改築をする場合にあっては、当

該建築物エネルギー消費性能確保計画の変更に係る部分の床面積の

２分の１（床面積の増加する部分にあっては、当該増加する部分の

床面積）について算定するものとする。

（イ） モデル建物法の評価によるもの （イ） モデル建物法の評価によるもの

表 省略 表 省略

備考 床面積の合計は、当該建築物の床面積（建築物の増築又は改築を

する場合において、当該建築物について建築物のエネルギー消費性能

の向上に関する法律第２条第１項第２号に規定するエネルギー消費性

能に係る計算その他の計算を要しない既存部分があるときは、当該既

存部分の床面積を除く。以下この備考において同じ。）について算定

する。ただし、建築物エネルギー消費性能適合性判定を受けた建築物

の建築物エネルギー消費性能確保計画の変更をして当該建築物の新築、

増築又は改築をする場合にあっては、当該建築物エネルギー消費性能

備考 床面積の合計は、当該建築物の床面積（建築物の増築又は改築を

する場合において、当該建築物について建築物のエネルギー消費性能

の向上等に関する法律第２条第１項第２号に規定するエネルギー消費

性能に係る計算その他の計算を要しない既存部分があるときは、当該

既存部分の床面積を除く。以下この備考において同じ。）について算

定する。ただし、建築物エネルギー消費性能適合性判定を受けた建築

物の建築物エネルギー消費性能確保計画の変更をして当該建築物の新

築、増築又は改築をする場合にあっては、当該建築物エネルギー消費
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大津市手数料条例(平成12年条例第12号) 新旧対照表

現行 改正後（案）

確保計画の変更に係る部分の床面積の２分の１（床面積の増加する部

分にあっては、当該増加する部分の床面積）について算定するものと

する。

性能確保計画の変更に係る部分の床面積の２分の１（床面積の増加す

る部分にあっては、当該増加する部分の床面積）について算定するも

のとする。

ウ 省略 ウ 省略

（２） 建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律第３４条第１

項の規定に基づく建築物エネルギー消費性能向上計画の認定の申請

（同法第３５条第２項の規定による申出がない場合に限る。）に対す

る審査

（２） 建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律第３４条第

１項の規定に基づく建築物エネルギー消費性能向上計画の認定の申請

（同法第３５条第２項の規定による申出がない場合に限る。）に対す

る審査

ア 認定を受けようとする建築物の全部が住宅の用途以外の用途に供

するものである場合

ア 認定を受けようとする建築物の全部が住宅の用途以外の用途に供

するものである場合

（ア） （イ）に掲げるもの以外のもの （ア） （イ）に掲げるもの以外のもの

15

床面積の合計 金額(1棟につき)

３００平方メートル未満

のもの

２３０，０００円（登録建築物エネルギー消

費性能判定機関が、認定の申請に係る建築物

について、建築物のエネルギー消費性能の向

上に関する法律第３５条第１項に規定する基

準に適合すると評価した書面（以下この表及

び（イ）の表において「評価書面」とい

う。）の添付がなされたものにあっては、１

２，０００円）

（表 省略） （表 省略）

床面積の合計 金額(1棟につき)

３００平方メートル未満

のもの

２３０，０００円（登録建築物エネルギー消

費性能判定機関が、認定の申請に係る建築物

について、建築物のエネルギー消費性能の向

上等に関する法律第３５条第１項に規定する

基準に適合すると評価した書面（以下この表

及び（イ）の表において「評価書面」とい

う。）の添付がなされたものにあっては、１

２，０００円）

（表 省略） （表 省略）



大津市手数料条例(平成12年条例第12号) 新旧対照表
現行 改正後（案）

（イ） 省略 （イ） 省略

イ 認定を受けようとする建築物の全部が住宅の用途に供するもので

ある場合

イ 認定を受けようとする建築物の全部が住宅の用途に供するもので

ある場合

（ア） 誘導性能基準に適合するものとして認定を受けようとすると

き

（ア） 誘導性能基準に適合するものとして認定を受けようとすると

き

a 一戸建て住宅 a 一戸建て住宅

b 省略 b 省略

（イ） 省略

ウ 省略

（イ） 省略

ウ 省略
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床面積の合計 金額(1棟につき)

２００平方メートル未満

のもの

４３，０００円（登録住宅性能評価機関が、

認定の申請に係る建築物について、建築物の

エネルギー消費性能の向上に関する法律第３

５条第１項に規定する基準に適合すると評価

した書面（以下このイにおいて「評価書面」

という。）の添付がなされたものにあっては、

６，０００円）

（表 省略） （表 省略）

床面積の合計 金額(1棟につき)

２００平方メートル未満

のもの

４３，０００円（登録住宅性能評価機関が、

認定の申請に係る建築物について、建築物の

エネルギー消費性能の向上等に関する法律第

３５条第１項に規定する基準に適合すると評

価した書面（以下このイにおいて「評価書

面」という。）の添付がなされたものにあっ

ては、６，０００円）

（表 省略） （表 省略）



大津市手数料条例(平成12年条例第12号) 新旧対照表

現行 改正後（案）

（３） 建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律第３４条第１

項の規定に基づく建築物エネルギー消費性能向上計画の認定の申請

（同法第３５条第２項の規定による申出がある場合に限る。）に対す

る審査 前号の規定により算定して得られる金額に、当該認定の申請

について建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律第３５条第

２項の規定による申出がなかったとしたならば、当該認定の申請に係

る建築物について、建築基準法第６条第１項の規定により建築物に関

する確認の申請をし、又は同法第１８条第２項の規定により建築物の

計画の通知をする際に納付すべき手数料として第１９項第１号の規定

により算定して得られる額を合算した金額

（３） 建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律第３４条第

１項の規定に基づく建築物エネルギー消費性能向上計画の認定の申請

（同法第３５条第２項の規定による申出がある場合に限る。）に対す

る審査 前号の規定により算定して得られる金額に、当該認定の申請

について建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律第３５条

第２項の規定による申出がなかったとしたならば、当該認定の申請に

係る建築物について、建築基準法第６条第１項の規定により建築物に

関する確認の申請をし、又は同法第１８条第２項の規定により建築物

の計画の通知をする際に納付すべき手数料として第１８項第１号の規

定により算定して得られる額を合算した金額

（４） 建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律第３６条第１

項の規定に基づく建築物エネルギー消費性能向上計画の変更の認定の

申請（同条第２項において準用する同法第３５条第２項の規定による

申出がない場合に限る。）に対する審査 第２号の規定により算定し

て得られる金額（建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律第

３４条第２項第３号に掲げる事項のみを変更する場合にあっては、４，

８００円）。この場合（次号において算定する場合を含む。）におい

て、床面積の合計は、当該建築物エネルギー消費性能向上計画の変更

に係る部分の床面積の合計の２分の１（床面積の増加する部分にあっ

ては、当該増加する部分の床面積）として算定するものとする。

（４） 建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律第３６条第

１項の規定に基づく建築物エネルギー消費性能向上計画の変更の認定

の申請（同条第２項において準用する同法第３５条第２項の規定によ

る申出がない場合に限る。）に対する審査 第２号の規定により算定

して得られる金額（建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法

律第３４条第２項第３号に掲げる事項のみを変更する場合にあっては、

４，８００円）。この場合（次号において算定する場合を含む。）に

おいて、床面積の合計は、当該建築物エネルギー消費性能向上計画の

変更に係る部分の床面積の合計の２分の１（床面積の増加する部分に

あっては、当該増加する部分の床面積）として算定するものとする。
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大津市手数料条例(平成12年条例第12号) 新旧対照表

現行 改正後（案）

（５） 建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律第３６条第１

項の規定に基づく建築物エネルギー消費性能向上計画の変更の認定の

申請（同条第２項において準用する同法第３５条第２項の規定による

申出がある場合に限る。）に対する審査 前号の規定により算定して

得られる金額に、当該認定の申請について建築物のエネルギー消費性

能の向上に関する法律第３６条第２項において準用する同法第３５条

第２項の規定による申出がなかったとしたならば、当該認定の申請に

係る建築物について、建築基準法第６条第１項の規定により建築物に

関する確認の申請をし、又は同法第１８条第２項の規定により建築物

の計画の通知をする際に納付すべき手数料として第１９項第１号の規

定により算定して得られる額を合算した金額

（５） 建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律第３６条第

１項の規定に基づく建築物エネルギー消費性能向上計画の変更の認定

の申請（同条第２項において準用する同法第３５条第２項の規定によ

る申出がある場合に限る。）に対する審査 前号の規定により算定し

て得られる金額に、当該認定の申請について建築物のエネルギー消費

性能の向上等に関する法律第３６条第２項において準用する同法第３

５条第２項の規定による申出がなかったとしたならば、当該認定の申

請に係る建築物について、建築基準法第６条第１項の規定により建築

物に関する確認の申請をし、又は同法第１８条第２項の規定により建

築物の計画の通知をする際に納付すべき手数料として第１８項第１号

の規定により算定して得られる額を合算した金額

（６） 建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律第４１条第１

項の規定に基づく建築物のエネルギー消費性能に係る認定の申請に対

する審査

（６） 建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律第４１条第

１項の規定に基づく建築物のエネルギー消費性能に係る認定の申請に

対する審査

ア 認定を受けようとする建築物の全部が住宅の用途以外の用途に

供するものである場合

ア 認定を受けようとする建築物の全部が住宅の用途以外の用途に

供するものである場合

（ア） （イ）に掲げるもの以外のもの （ア） （イ）に掲げるもの以外のもの
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大津市手数料条例(平成12年条例第12号) 新旧対照表
現行 改正後（案）

（イ）省略 （イ）省略

イ 認定を受けようとする建築物の全部が住宅の用途に供するもので

ある場合

イ 認定を受けようとする建築物の全部が住宅の用途に供するもので

ある場合

（ア） 性能基準（基準省令第１条第１項第２号イ（１）及びロ

（１）に規定する基準、同号イ（１）及びロ（３）に規定する基

準並びに同号イ（３）及びロ（１）に規定する基準をいう。）に

適合するものとして認定を受けようとするとき

（ア） 性能基準（基準省令第１条第１項第２号イ（１）及びロ

（１）に規定する基準、同号イ（１）及びロ（３）に規定する基

準並びに同号イ（３）及びロ（１）に規定する基準をいう。）に

適合するものとして認定を受けようとするとき

a 一戸建て住宅 a 一戸建て住宅
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床面積の合計 金額(1棟につき)

３００平方メートル未満

のもの

２３０，０００円（登録建築物エネルギー消

費性能判定機関が、認定の申請に係る建築物

について、建築物のエネルギー消費性能の向

上に関する法律第２条第１項第３号に規定す

る建築物エネルギー消費性能基準に適合する

と評価した書面（これに準ずるものとして規

則で定める書面を含む。以下この表及び

（イ）の表において「評価書面等」とい

う。）の添付がなされたものにあっては、１

２，０００円）

（表 省略） （表 省略）

床面積の合計 金額(1棟につき)

３００平方メートル未満

のもの

２３０，０００円（登録建築物エネルギー消

費性能判定機関が、認定の申請に係る建築物

について、建築物のエネルギー消費性能の向

上等に関する法律第２条第１項第３号に規定

する建築物エネルギー消費性能基準に適合す

ると評価した書面（これに準ずるものとして

規則で定める書面を含む。以下この表及び

（イ）の表において「評価書面等」とい

う。）の添付がなされたものにあっては、１

２，０００円）

（表 省略） （表 省略）



大津市手数料条例(平成12年条例第12号) 新旧対照表

現行 改正後（案）

b 省略 b 省略

（イ） 省略

ウ 省略

（イ） 省略

ウ 省略
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床面積の合計 金額(1棟につき)

２００平方メートル未満

のもの

４３，０００円（登録住宅性能評価機関が、

認定の申請に係る建築物について、建築物の

エネルギー消費性能の向上に関する法律第２

条第１項第３号に規定する建築物エネルギー

消費性能基準に適合すると評価した書面（こ

れに準ずるものとして規則で定める書面を含

む。以下このイにおいて「評価書面等」とい

う。）の添付がなされたものにあっては、６，

０００円）

（表 省略） （表 省略）

床面積の合計 金額(1棟につき)

２００平方メートル未満

のもの

４３，０００円（登録住宅性能評価機関が、

認定の申請に係る建築物について、建築物の

エネルギー消費性能の向上等に関する法律第

２条第１項第３号に規定する建築物エネル

ギー消費性能基準に適合すると評価した書面

（これに準ずるものとして規則で定める書面

を含む。以下このイにおいて「評価書面等」

という。）の添付がなされたものにあっては、

６，０００円）

（表 省略） （表 省略）



大津市手数料条例(平成12年条例第12号) 新旧対照表

現行 改正後（案）

（７） 建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律施行規則（平

成２８年国土交通省令第５号）第１１条の規定に基づく軽微な変更に

関する証明書の交付の申請に対する審査 第１号の規定により算定し

て得られる金額。この場合において、床面積の合計は、当該建築物エ

ネルギー消費性能確保計画の変更に係る部分の床面積（建築物の増築

又は改築をする場合において、当該建築物について建築物のエネル

ギー消費性能の向上に関する法律第２条第１項第２号に規定するエネ

ルギー消費性能に係る計算その他の計算を要しない既存部分があると

きは、当該既存部分の床面積を除く。）の合計の２分の１（床面積の

増加する部分にあっては、当該増加する部分の床面積）として算定す

るものとする。

（７） 建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律施行規則

（平成２８年国土交通省令第５号）第１１条の規定に基づく軽微な変

更に関する証明書の交付の申請に対する審査 第１号の規定により算

定して得られる金額。この場合において、床面積の合計は、当該建築

物エネルギー消費性能確保計画の変更に係る部分の床面積（建築物の

増築又は改築をする場合において、当該建築物について建築物のエネ

ルギー消費性能の向上等に関する法律第２条第１項第２号に規定する

エネルギー消費性能に係る計算その他の計算を要しない既存部分があ

るときは、当該既存部分の床面積を除く。）の合計の２分の１（床面

積の増加する部分にあっては、当該増加する部分の床面積）として算

定するものとする。

（８） 建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律施行規則第２

９条の規定に基づく軽微な変更に関する証明書の交付の申請に対する

審査 第２号の規定により算定して得られる金額。この場合において、

床面積の合計は、当該建築物エネルギー消費性能向上計画の変更に係

る部分の床面積の合計の２分の１（床面積の増加する部分にあっては、

当該増加する部分の床面積）として算定するものとする。

（８） 建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律施行規則第

２９条の規定に基づく軽微な変更に関する証明書の交付の申請に対す

る審査 第２号の規定により算定して得られる金額。この場合におい

て、床面積の合計は、当該建築物エネルギー消費性能向上計画の変更

に係る部分の床面積の合計の２分の１（床面積の増加する部分にあっ

ては、当該増加する部分の床面積）として算定するものとする。

附則 省略 附則 省略
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